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地球市民かながわプラザ研修室Ａ 
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次 第 

 

進行：神奈川県国際課  

 

14：00 開会      

挨拶：奈須 菊夫（かながわ自治体の国際政策研究会代表幹事、 

鎌倉市経営企画部 次長） 

 

14：10 第一部  講演「新たな在留管理制度の概要」 

講師：渋谷 利郎（神奈川県行政書士会国際部 部長） 

 

14：50 第二部  講演「外国人の在留に関する諸手続き ～中長期在留者が日本へ上陸して

から出国するまでの流れ～」 

         講師：箕輪 ひろみ（神奈川県行政書士会国際部 部員） 

 

15：30 質疑応答    

 

   15：45 休憩   

 

16：00 第三部 意見交換会 

(会場レイアウト変更)   

グループディスカッション    

    

16：40      グループ発表及び講評    

      講評：神奈川県行政書士会 

  

  17：00 閉会 

 

 

 

 

 

研修会の趣旨 

  

新たな在留管理制度の導入、外国人登録制度の廃止に伴い、市町村における外国人への行政サー

ビスの提供について様々な課題が生じていると考えられる。現実にどのような問題が起きているの

か検討し、新制度と多文化共生推進の狭間で、自治体はどのように行動すべきかについて考える。 
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 第１部 新たな在留管理制度の概要（14:10～14:50） 
 
                            講師 神奈川県行政書士会国際部 部長 

渋谷 利郎 
 
 
はじめに～このテーマの担当者として～  
   新たな制度はご承知の通り、平成 24年 7月 9日（月）よりスタートしました。法制定から段 
階的に逐次施行された＜参照：資料編 P3,P4＞、制度の大きな改革です。新制度により創設され 
た、在留カードの対象者又住基法改正で創設された、外国人の住民票の交付対象者、更に外国人 
登録制度の廃止により、自治体の行政サービスの対象外の外国人市民が想定され、本テーマの現 
実的な問題がそこにあります。当職は、新制度の内容（業務）に携わっている者として、このテ 
ーマを中心とした条項を抽出し、この講習会に参加された自治体実務者の皆様から、現実にどの 
ような問題が起きているのかを提出いただき＜参照：事前アンケート回答（レジュメ P7~P10）＞、検討
し、新制度と多文化共生の狭間の中で、いったい自治体はどのように行動すべきかを、ともに検討し、

コメントいたしたい、と考えております。 
 
 
 
 
  １．同制度の関連根拠法等（法務省・総務省・文科省） 
   平成 21年 第 171回通常国会で可決成立し平成 21年 7月 15日公布。平成 24年 7月 9日施 
  行された。 
  １）出入国管理及び難民認定法＜入管法＞及び日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱し 
   た者等の出入国管理に関する特例法の一部＜入管特例法＞を改正する等の法律＜同施行規則 

＞（法務省 平成 21年法律第 79号） 
― 参照（リーフレット）「新しい在留管理制度がスタート！」― 

２）住民基本台帳法の一部を改正する法律（総務省 平成 21年法律第 77号） 
  ― 参照（リーフレット）「外国人住民の住民基本台帳制度がスタートします！」― 
３）参考条文 上記１）関連 
イ 改正入管法（平成 21年法律第 79号）附則第 60条 ＜参照：資料編 P26＞ 

   ロ  外国人児童生徒教育の充実について（通知）（平成 18年 6月 22日、18文科初第 368号、 
文部科学省初等中等教育局長、銭谷眞美）（別添１） ＜参照：資料編 P29,P30＞ 

   ハ 外国人の子どもの就学機会の確保に当たっての留意点について（通知）（24文科初第 388 
     号 平成 24年 7月 5日文部科学省初等中等教育局長、布村幸彦）＜参照：資料編 P27,P28＞ 
    （別添１）外国人児童生徒教育の充実について ＜参照：資料編 P29,P30＞ 

（別添２）被仮放免者情報の市町村への通知について（平成 24年 5月 15日付け法務省入 
国管理局警備課長事務連絡） ＜参照：資料編 P31＞ 

    （別添３）外国人登録証明書が在留カード・特別永住者証明書とみなさる期間 ＜参照：資 
料編 P33＞  

   二 参照 第 171国会法務委員会 議事録＜資料集 P34＞及び参議院付帯決議＜資料集：P35＞ 
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２．新たな在留管理制度の導入（その目的） 
  ☆ その前に、改正前までの内外の主な経緯 
    ・2001年 9月 11日米国同時多発テロ事件発生。 

・2004年 1月 5日導入のUS-VISITプログラム。（米国に入国する外国人に指紋・写真撮影） 
・2008年 11月 20日日本版US-VISIT プログラム。 

 ☆ 各界からの反応  
・アムネスティインターナショナル日本 ・外国人人権法連絡会 ・在日コリアン青年連合  
・反住基ネット ・参議院の附帯決議 ・第 171国会 法務委員会 第 11号ｈ.21 6.19.（仮放 
免許可者の市町村等に通知の件） ・森国務大臣Ａ「…不法滞在者の行政サービスの範囲は 
法改正後も基本的に変更ない…」 

  １）法務大臣が、外国人の在留管理に必要な情報を継続的に把握する制度の構築を図る。 
  二元的管理（外登法制度＋入管法）から一元的管理（改正入管法）へ。外登法制度の廃止。 

    ＜参照：資料編 P5 図解＞ 
  ２）新制度の導入により外国人の在留管理に必要な情報をこれまで以上に正確に把握できるよう 

になり適法に在留する外国人の利便性を向上させるための措置が可能となった。 
 新制度の主なポイント：＜参照：法務省リーフレット P4. P5 .P6 .P7.＞ 
 
① 在留カードの交付 （常時携帯義務） 
② 在留期間の上限伸長（3年→5年）※会社区分カテゴリー1.2.3.4. 
③ 再入国許可制度の見直し（みなし再入国許可制度の導入・１年以内に帰国・特永者２年） 

                ※但し要注意事項あり。 
④ 外国人登録制度の廃止（外国人登録証明書の廃止） 
⑤ 特別永住者は入管特例法により、特別永住者証明書（市区町村交付、常時携帯義務なし） 
 

    新制度の対象者 ＜参照：在留資格一覧表 資料編 P1,P2＞ 
     中長期在留者のみ（3か月を超える在留期間） 

     対象にならない外国人 ＜参照：法務省リーフレット P3＞ 
     ①「3月」以下の在留期間が決定された人 ※その発生の意味は？ 
     ②「短期滞在」の在留資格が決定された人  
     ③「外交」又は「公用」の在留資格が決定された人 
     ④ ①から③の外国人に準じるものとして法務省令で定める人（注１） 
     ⑤特別永住者 
     ⑥在留資格を有しない人（注２）（不法滞在者・仮放免許可の者）  
     （注１）及び（注２）は ＜参照：法務省リーフレット P3＞ 
      ※ ⑥については退去強制手続 ※出国命令制度手続の対象となる。 
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３）住民基本台帳法の一部改正とあわせ大きな制度の改正が行なわれた。 

＜参照：総務省リ－フレット P3 住民票が作成される外国人と、住民票の記載事項＞ 
①日本人と同じ様に住民票の交付対象とした。 ③世帯主に外国人は？ 
②家族単位の構成とした。 
この対象者は、 
・中長期在留者（在留カード交付対象者） 
・特別永住者 
・一時庇護許可者又は仮滞在許可者 
・出生による経過滞在者又は国籍喪失による経過滞在者  
・住基法対象者が行政のサービスを受けることになる。 
※不法滞在者・仮放免許可者は住基法の対象外とされ、行政のサービス等は今後どうなるの 
か？ 

 
 
３．新たな在留管理制度の問題点 
  １）アンケート回答結果 
  ２）改正入管法附則第 60条 
 参照 アンケート回答→１〔新制度の施行によって外国人住民が行政サービスを受けられな 
  くなったケースはありますか。〕の①及び②の回答  
① 就学案内の送付が出来なくなった。 
②（途中略）住民基本台帳へ記載された人口は外国人登録人口と比較し約 350名少なくなった。 

 
 

 
 

 
第２部 外国人の在留に関する諸手続 

－中長期在留者が上陸してから出国するまでの流れ－ (14:50～15:30) 
 

講師 神奈川県行政書士会国際部  
箕輪 ひろみ  

 
 
     レジュメ P4、P5  

 在留カードの携帯義務、住居地の届出義務等、新制度の外国人管理が一段と強化される。 
 
第２部資料編 
 在留カードの携帯義務、住居地の届出義務等、新制度の外国人管理が一段と強化される。 
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第３部 意見交換会（16:00～17:00） 
 
グループディスカッション 
Ａ 自治体現場からのメッセージ 
新しい外国人の「在留管理制度」は平成 24 年 7 月 9 日（月）から施行され４か月が
過ぎました。 

  １）現実にどのような問題が起きているのか？ 
  ２）自治体側での外国人の対応は変わったか？ 
  ３）外国人自身の自治体側に対する対応は？ 
    今まで、コミュニテイによく出席していた外国人に変化はあるか？ 
  ４）多文化共生推進の間での対応は変わったか？ 
     
Ｂ 検討そして自治体の取るべき行動は？ 

 
 
グループ発表及び・講評 
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「新しい在留管理制度に係る研修会」 
 

 

 

資 料 編 
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資料編目次 

 

1. 在留資格一覧表・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ１３～Ｐ１４ 

2. 新制度で施行された主な項目・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ１５～Ｐ１６ 

3. 図解１ 新たな在留管理のイメージ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ１７ 

4. 図解２「入管法」「入管特例法」「住民基本台帳法」改定案の対象者・・・・・・・・Ｐ１８ 

5. 図解３ 新たな在留管理制度における情報の流れ・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ１９ 

6. 図解４ ＜登載事項の比較表＞・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ２０ 

7. 図解５ 住民票／外国人住民票の記載事項比較・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ２１ 

8. 図解６ 現在の非正規滞在者への法・行政サービスの適用・・・・・・・・・・・・・Ｐ２２ 

9. 図解７ 新しい在留管理体制における外国人個人情報のシェア（共有）・・・・・・・Ｐ２３ 

10. 図解８ ＵＳ-ＶＩＳＩＴにおける個人情報のシェア（情報共有）・・・・・・・・・Ｐ２４ 

11. 退去強制手続き及び出国命令手続きの流れ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ２５ 

12. 改正入管法施行に伴う主な罰則など・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ２６～Ｐ３２ 

13. 改正入管特例法施行に伴う主な罰則など・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ３３～Ｐ３６ 

14. 改正入管法施行と各自治体の条例（印鑑条例（一部））・・・・・・・・・・・・・Ｐ３７ 

15. 改正入管法（平成 21年７月 15日法律第 79号）附則・・・・・・・・・・・・・・ Ｐ３８ 

16. 外国人の子どもの就学機会の確保に当たっての留意点について（24文科初第 388号）・Ｐ39～Ｐ40 

17. （別添１）外国人児童生徒教育の充実について（18文科初第 368号）・・Ｐ４１～Ｐ４２ 

18. （別添２）被仮放免者情報の市町村への通知について（法務省管警第 123号）・・Ｐ４３～Ｐ４４ 

19. （別添３）外国人登録証明書が在留カード・特別永住者証明書とみなされる期間・Ｐ４５ 

20. 第 171国会 法務委員会 第 11号 平成 21年６月 19日 議事録・・・・・ Ｐ４６ 

21. 出入国管理及び難民認定法及び日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管

理に関する特例法の一部を改正する等の法律案 参議院 附帯決議（平成21年７月7日）・Ｐ４７ 
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事前アンケート回答 

 

※ 平成24年10月22日付で事務局が市町村に照会したものを取りまとめた。 

 

１ 新制度の施行によって外国人住民が行政サービスを受けられなくなったケースはありま

すか。 

  

（1）  就学案内の送付ができなくなった。（川崎市） 

 

(2)  現時点で問題の発生はあまり見えていませんが、７月９日前後で外国人登録

人口と比較して住民基本台帳へ記載された人口は約３５０人少なくなっていま

す。これにより今後問題が発生する可能性が考えられます。（大和市） 

 

(3)  特別永住者証明書に切り替えた特別永住者が金融機関で既に開設している口

座にかかる手続きをしようとしたところ、通称名の記載がないため手続きが出

来なかった等のクレームが寄せられている。 

  漢字圏の外国人住民にはアルファベット表記氏名は馴染みがないようで、住基

事務においてクレームにつながっている。（小田原市） 

 

(4) ３ヶ月以下の在留期間が決定された場合、住民登録されないため、印鑑登録

することができず、証明書の発行ができない。（海老名市） 

 

(5)  妊婦健診の補助券が発行できない事があった。（その際、当該住民には住民

票の手続きを行うよう促した。）（座間市） 

 

(6)  在留期間９０日未満のため、住民登録対象外外国人について、日本での滞在

地が記載された証明がとれなくなった。（法改正前は、外国人登録をすると居

住地が記載された記載事項証明の取得が可能であった。）（三浦市） 

 

(7)  短期滞在者からの印鑑登録申請に対し、住民登録対象外のため登録ができな

い事例がある。（綾瀬市） 

 

 

２ 上記質問のほかに問題が発生していますか。 

 

(8)  問題と言うほどではないですが、外国人登録証をすぐに在留カードに切り替

える必要があるのか、といった在留カードへの切り替えに関する質問のために

来庁される方が増えています。（大和市） 
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(9)  みなし在留カードから在留カードに切替をした方が、数日後住民票請求に来

られましたが、新しい在留カード番号が反映されておらず、入国管理局に法務

省通知を催促した例がありました。また、転入してから数日経過しているにも

関わらず、法務省通知が前住所に送信されるケースが１件あり、問い合わせ中

です。 

     また、トラブルにはなっておりませんが、窓口が市区町村から入国管理局へ

移った手続きが多く、必要書類等の案内を求められるのですが、入国管理局の

ＨＰに詳細がないので電話で確認していただいており、外国人住民向けの手続

きの詳細の案内の必要を感じています。（茅ヶ崎市） 

 

(10)  システムを使った法務省との連携がうまくできていない。従来の紙ベース

でやり取りをしていた時のほうが確実だったように思う。（秦野市） 

 

(11)  在留期限等が変更になったときの法務省通知が、市町村に届いているのか

システム的に不確実であり、不達の通知を発見し再送付してもらうことに手

間が掛かる。何月何日に何件といった具合に、件数でチェックできればすぐ

に発見できるので、そのような仕組みを作ってほしい。同様に、市町村から

法務省に送付する市町村通知も、確実に到達しているのか不安である。チェ

ック方法が現在はない。 

行政官庁は今回の法改正を承知しているが、民間の銀行等は承知していな

い。 

「みなし在留カード」（旧外国人登録証明書）の記載方法が変わったこと

を知らず、外国人客に、「住所地の市役所に行って書き直してもらってくだ

さい。」と言われ、市役所で銀行に電話して説明し、やっと納得したケース

があった。何度も往復することになり、御不便をお掛けしている。（南足柄

市） 

 

(12)  入管に直接手続きに行ったが、まだ必要ないといわれ、いったん帰された。 

     書類の内容が難しい。 

     サインをしてから郵送で返却するよう言われたが不安だった。 

                     （横浜市港南国際交流ラウンジ） 

 

３ 研修で取り上げてほしい内容はありますか。 

 

 (13)   住民基本台帳に載らなかった外国人住民への行政サービスに対し、自治体の

中で統一した指針を作ったところがあるのか、あるならばどのような内容な

のか   を知りたいと思います。 
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また、上記の内容について、市町村議会でどのような質問があり答弁がな

されたのかも実例を聞けると幸いです。（大和市）  

(14)  外国人向けパンフレット等で在留管理制度をわかりやすく説明して好評を

得ている事例があれば参考にしたい。（鎌倉市） 

 

 

(15)  法務省から出されていない情報も多い中、外国人住民からの相談対応で留

意すべき点について、教えていただきたい。（かながわ国際交流財団） 

 

(16)  ビザの有無で各市町村単位での対応の違いはどれほどあるのか気になると

ころです。大和市では各課で取りまとめたものがあったと思います。（大和

市国際化協会） 

 

(17)  オーバーステイ・生活困窮という状況に置かれた外国人が相談に来ます。

しかし入管法では、オーバーステイに対する通報義務があることで各相談窓

口の現場では、対応や判断・支援に悩んでいるとの声が上がっています。 

学校等の教育現場でも、同様な状況にあるとの話を聞いています。上記に

対しての対処・助言をお願いします。（JOCA） 

 

 

４ その他、新制度に関する意見がありますか。 

 

(18)   新しい在留管理制度については、入管法は法務省、住民基本台帳は総務省

と管轄が異なるためか、広報活動も別々になされ、外国人住民やその支援者

にとっては「結局何が変わるのか、何をすればいいのか」が分かりにくかっ

たと思います。７月９日以降もこの変更についてよくわかっていない外国人

住民が多いというのが実感で、テレビ・ラジオCMやインターネット広告、電

車の中吊り広告等で、昨年の地上デジタル放送への切り替えと同じくらい大

規模に広報すべきだったというのが個人的な感想です。（大和市） 

 

(19)  法務省と総務省がそれぞれ管轄の事務だけ行うので、煩雑になってしまい、

外国人住民にもわかりにくい制度になってしまっているのではないか。 

特永証などについて携帯義務はなくなったが、提示義務が残っており、意

味が薄れてしまうなど新制度の目的意義が十分達成されていないのではない

か。 

                             （鎌倉市） 

 

(20)  法務省と自治体の窓口対応で情報が異なり混乱が生じているケースがある
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ようなので、正しい情報が外国人住民の皆さんに伝わる仕組みが必要だと感

じています。（かながわ国際交流財団） 

 

(21)  可能であれば、外国籍県民相談窓口、情報フォーラムのインフォメーショ

ン、また、各自治体からの情報提供の依頼をアナウンスさせていただければ

と思います。（JOCA） 

 

 

 

 

 

 

 

 



日本に在留する
外国人の皆さんへ

2012年7月9日（月）から

新しい在留管理制度がスタート！新しい在留管理制度がスタート！
新しい在留管理制度はどういう制度なの？

ポイント 1 「在留カード」が交付されます
ポイント2 在留期間が最長5年になります
ポイント3 再入国許可の制度が変わります
ポイント4 外国人登録制度が廃止されます

法務省入国管理局 http://www.immi-moj.go.jp/newimmiact_1/
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「新しい在留管理制度」の対象となる人たちは？

新しい在留管理制度の対象となるのは，入管法上の在留資格をもって我が国に中
長期間在留する外国人（以下「中長期在留者」といいます。）で，具体的には次の
①～⑥のいずれにもあてはまらない人です。

① 「３月」以下の在留期間が決定された人

② 「短期滞在」の在留資格が決定された人

③ 「外交」又は「公用」の在留資格が決定された人

④ ①から③の外国人に準じるものとして法務省令で定める人 （注１）

⑤ 特別永住者

⑥ 在留資格を有しない人 （注２）

この制度の対象となる中長期在留者は，例えば，日本人と結婚している方や日系
人の方（在留資格が「日本人の配偶者等」や「定住者」），企業等にお勤めの方（在
留資格が「技術」や「人文知識・国際業務」など），技能実習生，留学生や永住者の
方であり，観光目的で我が国に短期間滞在する方は対象となりません。

（注１）�法務省令には，「特定活動」の在留資格が決定された，亜東関係協会の本邦の事務所若しくは
駐日パレスチナ総代表部の職員又はその家族の方が定められています。

（注２）�外国人登録制度においては，不法滞在者についても登録の対象となっていましたが，新しい在
留管理制度においては対象とはなりません。不法滞在の状態にある外国人の方は，速やかに最
寄りの入国管理官署に出頭して手続を受けてください。なお，詳しくは，入国管理局ホームペー
ジに掲載している「出頭申告のご案内～不法滞在で悩んでいる外国人の方へ～」
（http://www.moj.go.jp/nyuukokukanri/kouhou/nyukan_nyukan87.html）�
を御覧ください。
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■ 「在留カード」はどういうカード？
在留カードは，中長期在留者に対し，上陸許可や，在留資格の変更許可，在留期間の
更新許可などの在留に係る許可に伴って交付されるものです。
※���在留カードには偽変造防止のためのＩＣチップが搭載されており，カード面に記載された事項の全部又
は一部が記録されます。

（カード表面）

（カード裏面）

( 単位：ミリメートル )

30

40

5± 3

25± 3

15± 2

１� 申請人本人のみが撮影されたもの
２� �縁を除いた部分の寸法が，上記図画面の各寸
法を満たしたもの（顔の寸法は，頭頂部（髪
を含む。）からあご先まで）

３� 無帽で正面を向いたもの
４� 背景（影を含む。）がないもの
５� 鮮明であるもの
６� 提出の日前３か月以内に撮影されたもの

在留カードの交付を伴う各種申請・届出には
次の規格の写真が必要となります

在留カードには「有効期間」があります

在留カードの有効期間は，次のとおりです。

永住者
１６歳以上の方� 交付の日から７年間
１６歳未満の方� １６歳の誕生日まで

永住者以外
１６歳以上の方� 在留期間の満了日まで
１６歳未満の方� �在留期間の満了日又は

１６歳の誕生日のいず
れか早い日まで

在留期間更新許可申請・在留資格変更許可申請を
したときに，これらの申請中であることが記載さ
れる欄です。

※�申請後，更新又は変更の許可がされたときは，
新しい在留カードが交付されます。

ポイント 1 「在留カード」が交付されます
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在留期間の上限が最長「５年」となったことにより，各在留資格に伴う在留期間が次
のように追加されます。

主な在留資格 在留期間
（赤字は新設されるもの）

「技術」，「人文知識・国際業務」
等の就労資格

（「興行」，「技能実習」を除く）
５年，３年，１年，３月（注）

「留学」
４年３月，４年，３年３月，３年，２年３月，
２年，１年３月，１年，６月，３月（注）

「日本人の配偶者等」，
「永住者の配偶者等」

５年，３年，１年，６月

（注）� �当初から３月以下の在留を予定している場合があることから，新たに「３月」の在留期間を設け
ています。この場合，新しい在留管理制度の対象とはならず，在留カードは交付されません。

「技術」，「人文知識・国際業務」
等の就労資格

（「興行」，「技能実習」を除く）

「留学」

「日本人の配偶者等」，
「永住者の配偶者等」

5年

5年

3年

3年

1年

1年

3月

6月

4年3月3年3月2年3月1年3月6月

4年3年2年1年3月

ポイント2 在留期間が最長５年になります
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■ 「みなし再入国許可」の制度が導入されます
有効な旅券及び在留カードを所持する外国人（注１）の方が，出国する際，出国後１年
以内（注２）に本邦での活動を継続するために再入国する場合は，原則として再入国許可
を受ける必要がなくなります（この制度を「みなし再入国許可」といいます。）。

出国する際に，必ず在留カードを提示してください。

みなし再入国許可により出国した方は，その有効期間を海外で延長することはできま
せん。出国後１年以内（注２）に再入国しないと在留資格が失われることになりますので，
注意してください。
（注１）��「在留カードを後日交付する」旨の記載がなされた旅券や，在留カードとみなされる外国人登録証

明書（詳しくは７ページを御覧ください。）を所持する場合にも，みなし再入国許可制度の対象と
なります。

（注２）��在留期限が出国後１年未満に到来する場合は，その在留期限までに再入国してください。

次の方は，みなし再入国許可制度の対象となりません
○�在留資格取消手続中の者

○�出国確認の留保対象者

○�収容令書の発付を受けている者

○�難民認定申請中の「特定活動」の在留資格をもって在留する者

○��日本国の利益又は公安を害するおそれがあること�その他の出入国の公正な管理のため
再入国の許可を要すると認めるに足りる相当の理由があるとして法務大臣が認定する者

■ 再入国許可の有効期間の上限が「５年」となります
施行日後（２０１２年７月９日以降）に許可される再入国許可は，有効期間の上限が「３
年」から「５年」に伸長されます。

ポイント3 再入国許可の制度が変わります
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新しい在留管理制度の導入により，外国人登録制度は廃止されます。

■  中長期在留者が所持する「外国人登録証明書」は，一定の期間
「在留カード」とみなされます
中長期在留者が所持する「外国人登録証明書」については，新しい在留管理制度の導
入後，地方入国管理官署での手続や市区町村での住居地関係の手続においては，一定の
期間「在留カード」とみなされますので，在留カードが交付されるまで引き続き所持し
てください。中長期在留者は，地方入国管理官署における新たな在留カードの交付を伴
う各種届出・申請の際に，在留カードに切り替えていただくこととなるほか，地方入国
管理官署で希望していただければ切り替えることができます。

「外国人登録証明書」が在留カードとみなされる期間
施行日（２０１２年（平成２４年）７月９日）の時点において外国人の方が有する在
留資格及びその年齢により，外国人登録証明書が在留カードとみなされる期間は次のよ
うになります。

その期間が外国人登録証明書に記載されている次回確認申請期間よりも短い場合があ
りますのでご注意ください。

永住者
１６歳以上の方 ２０１５年（平成２７年）７月８日まで

１６歳未満の方 ２０１５年（平成２７年）７月８日又は１６歳の誕生日のいずれか早い日まで

特定活動 ※ ※特定研究活動等により「５年」の在留期間を付与されている者に限ります。

１６歳以上の方 在留期間の満了日又は２０１５年（平成２７年）７月８日のいずれか早い日まで

１６歳未満の方
在留期間の満了日，２０１５年（平成２７年）７月８日又は１６歳の誕生日の
いずれか早い日まで

それ以外の在留資格
１６歳以上の方 在留期間の満了日

１６歳未満の方 在留期間の満了日又は１６歳の誕生日のいずれか早い日まで

ポイント4 外国人登録制度が廃止されます
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新しい在留管理制度における手続の流れ

出入国港で

地方入国管理官署で

市区町村で

旅券に上陸許可の証印をするとともに，上陸許可によって中長期在留者
となった方には在留カードを交付します。
（注）�在留カードが交付されるのは，２０１２年（平成２４年）７月からの制度導入当初は，

成田空港，羽田空港，中部空港及び関西空港に限定されます。詳しくは９ページを
御覧ください。

入国の審査

住居地の ( 変更 ) 届出

氏名，生年月日，性別，国籍・地域の変更届出

在留カードの有効期間更新申請
（永住者・１６歳未満の方）

在留カードの再交付申請
（在留カードの紛失，盗難，滅失，著しい毀損又は汚損等をした場合）

所属機関・配偶者に関する届出
（就労資格や「留学」等の学ぶ資格，配偶者としての身分資格で在留する方）

住居地以外の（変更）届出

在留期間更新許可，在留資格変更許可等の際，中長期在留者の方には新
しい在留カードを交付します。

在留審査
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出入国港での手続

入国の審査

成田空港，羽田空港，中部空港及び関西空港においては，旅券に上陸許可の証印をす
るとともに，上陸許可によって中長期在留者になった方には在留カードを交付します。

その他の出入国港においては，旅券に上陸許可の証印をし，その近くに次のように記
載します。この場合には，中長期在留者の方が市区町村の窓口に住居地の届出をした後
に，在留カードが交付されることとなります（原則として，地方入国管理官署から当該
住居地に郵送されます。）。

■ 出入国港で資格外活動許可申請ができるようになります！
次のいずれにも当てはまる方を対象として，出入国港において，資格外活動許可申請
ができるようになります。

○�新規入国者
＊再入国許可による入国者は対象となりません。

○�「留学」の在留資格が決定された方
＊「３月」の在留期間が決定された方は対象となりません。

見　本
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市区町村での手続

住居地の ( 変更 ) 届出

新たに来日された方
出入国港において在留カードが交付された方（注）は，住居地を定めてから１４日以内
に，在留カードを持参の上，住居地の市区町村の窓口でその住居地を法務大臣に届け出
てください。
（注）�旅券に「在留カードを後日交付する」旨の記載がなされた方を含みます。その場合には，当該旅券

を持参の上，手続をしてください。

＊�在留資格変更許可等を受けて新たに中長期在留者となった方についても，同様に，住居地の届出が必要
になります

引越しをされた方
中長期在留者の方が，住居地を変更したときは，変更後の住居地に移転した日から
１４日以内に，在留カードを持参の上，移転先の市区町村の窓口でその住居地を法務大
臣に届け出てください。

■ 転入届・転居届と一括して行えます！
新しい在留管理制度の導入と合わせて，外国人住民の方は住民基本台帳制度の対象と
なります。具体的には，中長期在留者など適法に３か月を超えて在留し住所を有する外
国人を主な対象としています。

新しい在留管理制度における住居地の届出は，在留カードを持参していただいて，住
民基本台帳制度における転入届・転居届と一括して行うことができます。

これらの届出は，原則として，本人が行っていただくこととなりますが，委任状によ
り代理人に委任することもできます。



10 11

地方入国管理官署での手続

住居地以外の（変更）届出

地方入国管理官署において，次の届出・申請をしていただく際には，旅券，写真及び
在留カードを持参してください。原則として，届出・申請がなされた日に，新しい在留カー
ドが交付されます。

取次等による届出・申請が可能です
これらの届出・申請は，原則として，本人が地方入国管理官署の窓口に出頭して行っていただくこ

とになりますが，１６歳未満の方，疾病等により出頭して届出・申請をすることができない方につい
ては，同居している親族の方が代理人として届出・申請をしていただく必要があります。

地方入国管理局長が相当と認めるときには，法定代理人ほか，依頼を受けて次の方が届出・申請に
係る書類提出等の手続を行うことができます。

○受入れ機関の職員・公益法人の職員で地方入国管理局長が適当と認める者

○弁護士又は行政書士で所属する弁護士会・行政書士会を経由して地方入国管理局長に届け出た者

このほか，一定の場合には，本人の親族・同居人や同居人に準ずる者で地方入国管理局長が適当と
認める方が届出・申請に係る書類提出等の手続を行うことができます。

氏名，生年月日，性別，国籍・地域の変更届出

結婚して姓や国籍・地域が変わった場合など，氏名，生年月日，性別，国籍・地域を変更したときは，
１４日以内に地方入国管理官署で法務大臣に届け出てください。
＊�氏名については，アルファベット表記を原則としていますが，漢字（正字）表記を併記することがで
きます。その場合，漢字表記に変更が生じた場合にも変更届出が必要となりますのでご注意ください。

在留カードの有効期間更新申請

永住者の方や，１６歳未満の方で在留カードの有効期間が１６歳の誕生日となっている方は，有効
期間が満了する前に，地方入国管理官署で在留カードの有効期間の更新申請をしてください。

なお，永住者の方は有効期間が満了する２か月前から，１６歳未満の方で在留カードの有効期間が
１６歳の誕生日となっている方は１６歳の誕生日の６か月前から申請することができます。

在留カードの再交付申請

在留カードの紛失，盗難，滅失，著しい汚損又は毀損等をした場合には，地方入国管理官署に再交
付を申請してください。

○ �在留カードの紛失，盗難又は滅失等をした場合には，その事実を知った日（海外で知ったとき
は再入国の日）から１４日以内に再交付を申請をしてください。
（注）�申請の際には，在留カードを持参する代わりに警察署で発行される遺失届受理証明書，盗

難届受理証明書，消防署で発行されるり災証明書等の疎明資料を持参してください。

○ �在留カードの著しい汚損又は毀損等が生じた場合には，できるだけ速やかに再交付を申請して
ください。

○ �在留カードに著しい汚損又は毀損等が生じていなくても，在留カードの交換を希望するときは，
再交付の申請をすることができます。なお，この場合には手数料が必要です。
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地方入国管理官署での手続

地方入国管理官署において，次の届出をしていただく際には，在留カードを持参してください。ま
た，郵送による届出の場合は，在留カードの写しを同封してください。なお，この届出により，新し
い在留カードが交付されることはありません。

○所属機関に関する届出
中長期在留者のうち「技術」等の就労資格（「芸術」，「宗教」及び「報道」を除きます。）や「留学」

等の学ぶ資格をもって在留する方が，所属機関（雇用先や教育機関）の名称変更，所在地変更，消滅，
離脱（契約終了），移籍（新たな契約締結）が生じた場合には，１４日以内に地方入国管理官署への
出頭又は東京入国管理局への郵送により法務大臣に届け出てください。

○配偶者に関する届出
中長期在留者のうち配偶者として「家族滞在」，「特定活動（ハ）」，「日本人の配偶者等」及び「永

住者の配偶者等」の在留資格をもって在留する方が，配偶者と離婚又は死別した場合には，１４日以
内に地方入国管理官署への出頭又は東京入国管理局への郵送により法務大臣に届け出てください。

所属機関・配偶者に関する届出
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地方入国管理官署での手続

在留審査

在留期間更新許可，在留資格変更許可，永住許可や在留資格取得許可の際，中長期在
留者の方には新しい在留カードを交付します（旅券に証印をしません。） 。

取次等による申請が可能です
これらの申請は，原則として，本人が地方入国管理官署の窓口に出頭して又は法定代理人が代わっ

て行っていただくことになります。

なお，地方入国管理局長が相当と認めるときには，次の方が依頼を受けて申請に係る書類提出等の
手続を行うことができます。

○受入れ機関の職員・公益法人の職員で地方入国管理局長が適当と認める者

○弁護士又は行政書士で所属する弁護士会・行政書士会を経由して地方入国管理局長に届け出た者

このほか，一定の場合には，本人の親族・同居人や同居人に準ずる者で地方入国管理局長が適当と
認める方が申請に係る書類提出等の手続を行うことができます。

外国人を受け入れている所属機関の方へのお知らせ
新しい在留管理制度の導入に伴い，外国人を受け入れている所属機関の方に
は，次の届出をしていただく必要があります。

就労資格を有する中長期在留者に関する届出
中長期在留者のうち「技術」等の就労資格（「芸術」，「宗教」，「報道」，「技能実習」
を除きます。）をもって在留する方を受け入れている所属機関（雇用対策法に基
づく外国人雇用状況の届出が義務付けられている機関は除きます。）の方は，そ
の中長期在留者の方の受入れを開始（雇用・役員就任等）又は終了（解雇・退職等）
した場合には，１４日以内に地方入国管理官署への出頭又は東京入国管理局へ
の郵送により法務大臣に届け出てください。

留学生に関する届出
中長期在留者のうち「留学」の在留資格をもって在留する留学生を受け入れ
ている教育機関の方は，留学生の受入れを開始（入学・編入等）又は終了（卒業・
退学等）した場合には，１４日以内に地方入国管理官署への出頭又は東京入国
管理局への郵送により法務大臣に届け出てください。

また，留学生を受け入れている教育機関の方は，毎年５月１日と１１月１日
における留学生の受入れ状況をそれぞれ１４日以内に地方入国管理官署への出
頭又は東京入国管理局への郵送により法務大臣に届け出てください。
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!  ご注意ください！

新しい在留管理制度の導入に伴い，以下のような在留資格の取消し事由，退去強制事由，罰
則が設けられます。不法就労助長罪については，被雇用者が不法就労活動をしていることを雇
用主が知らないことに過失があったときも処罰を免れないこととなります。

在留資格の取消し

・ �不正な手段により在留特別許可を受けたこと

・ �配偶者として「日本人の配偶者等」，「永住者の配偶者等」の在留資格で在留す
る方が，正当な理由（注１）がなく，配偶者としての活動を６か月以上行わないで
在留すること

・ �正当な理由（注２）がなく住居地の届出をしなかったり，虚偽の届出をしたこと
（注１）�配偶者としての身分を有する者としての活動は認められなくても，子の親権を巡って調停中の場

合や日本人配偶者が有責であることなどを争って離婚訴訟中の場合などは，「正当な理由」があ
るものと考えられます。また，配偶者としての活動を６か月以上行わないで在留している場合で
あっても，日本国籍を有する実子を監護・養育しているなどの事情がある場合には，他の在留資
格への変更が認められる場合があります。

（注２）�勤めていた会社が急に倒産して住居を失った場合や，長期にわたり入院したため住居地の変更を
届け出ることができなかった場合などのほか，ＤＶ被害者が加害者に所在を知られないようにす
るため住居地の変更を届け出なかった場合は，「正当な理由」があるものと考えられます。

退去強制事由

・ �在留カードの偽変造等の行為をすること

・ 虚偽届出等により懲役以上の刑に処せられたこと

罰則

・ �中長期在留者の各種届出に関して虚偽届出・届出義務違反，在留カードの受領・
携帯・提示義務違反をすること

・ �在留カードの偽変造等の行為をすること
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Ｑ．現在持っている外国人登録証明書は，すぐに在留カードに換える必
要はありますか？

Ａ．新しい在留管理制度導入後，すぐに在留カードに換える必要はありません（希望する場合には換えることができます。）。改正法の施行期日から一定期間は，
中長期在留者の方が現在お持ちの外国人登録証明書を在留カードとみなすこと
となります。

永住者以外の方の具体的な切替えについては，基本的に制度導入後の在留期
間更新等の手続の際に在留カードを交付することとなります。

永住者の方については，新しい在留管理制度導入後，原則として３年以内に
在留カードの交付を申請していただく必要があります。（詳しくは７ページを御
覧ください。）

Ｑ．外国人に発行される在留カードには，これまでの外国人登録証明書
と同様，簡体字等の漢字氏名や通称名も記載されるのでしょうか？

Ａ．在留カード上の氏名は，アルファベットの氏名表記を原則としつつ，漢字氏名を併記できる取り扱いになります。その際，簡体字等は正字（注）の範囲の文字
に置き換えて券面に記載されます。なお，通称名は，在留管理に必要な情報で
ないため記載されません。
（注）�法務省の告示において，正字の範囲及び表記原則等を規定します。

Ｑ．現在住民票の写しと同様の効果で各種手続に利用されている登録原
票記載事項証明書に代わる証明書は，新しい在留管理制度の導入後
はどこで交付を受けることができますか？

Ａ．在留カードの交付対象となる方は，改正された住民基本台帳法に基づき，お住まいの市区町村で住民票が作成され，現在の日本国民と同様，市区町村の窓口
で住民票の写しの交付を受けることができるようになります。

現在持っている外国人登録証明書は，すぐに在留カードに換える必

新しい在留管理制度導入後，すぐに在留カードに換える必要はありません

Q&A
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札幌入国管理局 〒060-0042 北海道札幌市中央区大通西12丁目 TEL�011-261-7502( 代 )

仙台入国管理局 〒983-0842 宮城県仙台市宮城野区五輪1-3-20 TEL�022-256-6076( 代 )

東京入国管理局

〒108-8255 東京都港区港南5-5-30
（審査管理部門（再入国））
（就労審査部門）
（留学審査部門）
（研修・短期滞在審査部門）
（永住審査部門）

TEL�03-5796-7111( 代 )
TEL�03-5796-7251
TEL�03-5796-7252
TEL�03-5796-7253
TEL�03-5796-7254
TEL�03-5796-7255

成田空港支局
〒282-0004 千葉県成田市古込字古込1-1

成田国際空港第２旅客ターミナルビル６階
TEL�0476-34-2222( 代 )

羽田空港支局 〒144-0041 東京都大田区羽田空港2-6-4 羽田空港CIQ棟 TEL�03-5708-3202( 代 )

横浜支局 〒236-0002 神奈川県横浜市金沢区鳥浜町10-7 TEL�045-769-1720( 代 )

名古屋入国管理局 〒455-8601 愛知県名古屋市港区正保町5-18 TEL�052-559-2150( 代 )

中部空港支局 〒479-0881 愛知県常滑市セントレア1-1�CIQ 棟内 TEL�0569-38-7410( 代 )

大阪入国管理局 〒559-0034 大阪府大阪市住之江区南港北1-29-53 TEL�06-4703-2100( 代 )

関西空港支局 〒549-0011 大阪府泉南郡田尻町泉州空港中１番地 TEL�072-455-1453( 代 )

神戸支局 〒650-0024 兵庫県神戸市中央区海岸通り29 TEL�078-391-6377( 代 )

広島入国管理局 〒730-0012 広島県広島市中区上八丁堀2-31 TEL�082-221-4411( 代 )

高松入国管理局 〒760-0033 香川県高松市丸の内1-1 TEL�087-822-5852( 代 )

福岡入国管理局
〒812-0003 福岡県福岡市博多区下臼井778-1�

福岡空港国内線第３ターミナルビル内
TEL�092-623-2400( 代 )

那覇支局 〒900-0022 沖縄県那覇市樋川1-15-15 TEL�098-832-4185( 代 )

お問い合わせはこちらへ

外国人在留総合インフォメーションセンター （平日 8：30～ 17：15）
℡ 0570-013904（IP電話・PHS ・海外からは 03-5796-7112）

○ 住民基本台帳法における転入届・転居届については，最寄りの市区町村までお問合せください。

【お問い合わせはこちらへ】
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平成24年度第１回研修会記録 

第１部 新たな在留管理制度の概要 

 

                講師 渋谷 利郎 氏（神奈川県行政書士会国際部長） 

 

ご紹介いただきました、渋谷です。本日は３部構成で研修を行います。第１部は私が、

第２部は箕輪講師が担当し、第３部はグループワークで皆さんのお考えをお聞きすること

ができればと思います。お手元にレジュメの本文と資料編、法務省と総務省のリーフレッ

トがあるかと思いますが、これらを参考にしながら進めてまいります。 

 本日のテーマは「新しい在留管理制度がもたらす行政サービスの諸問題」ということで

あります。はじめに、この研修会を担当するにあたっての私の心構えを皆さんに申し上げ

ます。この新しい在留管理制度は平成２４年７月９日よりスタートしました。段階的に施

行された大きな改革です。法制定から３年間をかけて１７項目にわたって段階的に施行さ

れましたが、新制度により一部の外国人が行政サービスを受けられなくなる可能性があり

本テーマの現実的な問題がそこにあります。本日は、自治体の現場でどのような問題があ

るのかを把握し、自治体がどのように行動すべきかを検討したいと考えております。した

がいまして、皆さんからの事前アンケートの回答を添付している次第です。 

 それでは、第１部、新たな在留管理制度の概要についてです。この制度の関連法を申し

上げておきます。関連法としては、入管法、入管特例法、それから、住民基本台帳法。参

照としまして、法務省と総務省のリーフレットをお配りしています。参考条文としまして、

改正入管法附則第６０条。「外国人児童生徒教育の充実について」、「外国人の子どもの就学

機会の確保に当たっての留意点について」、別添１「外国人児童生徒教育の充実について」、

別添２「被仮放免者情報の市町村への通知について」、別添３「外国人登録証明書が在留カ

ード・特別永住者証明書とみなされる期間」を資料編に掲載しております。そして最後に

参照としまして、第１７１国会法務委員会の議事録及び参議院付帯決議です。  

 それでは、レジュメの２ページへまいりたいと思いますが、新たな在留管理制度の導入

の目的は、大きく分けて２つありますが、その前に、改正前までの主な経緯について述べ

させていただきたいと思います。２００１年９月１１日、米国の同時多発テロが発生し、

２００４年導入の US-VISITプログラム。これはアメリカに入国する外国人の指紋を採取

し顔写真を撮影するというものです。４年後の２００８年１１月に日本版 US-VISITプロ
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グラムが運用されました。同じように日本に入国する外国人は、指紋と顔写真の提供が義

務付けられました。 

 そして、国務大臣の答弁をピックアップしますと「不法滞在者の行政サービスの範囲は

法改正後も基本的に変更ない」と言っている。そういう背景で在留管理制度がスタートし

たわけです。 

その目的は、法務大臣が、外国人の在留管理に必要な情報を継続的に把握する制度の構

築を図るということ。これはなんでもないようなことですが、大きな問題が含んでいると

思います。どういうことかといいますと、資料編の５ページ。従来の外国人の在留管理制

度というのは二元的管理。つまり、外国人登録制度と入管法による在留管理、この２つが

あったわけですね。そして、このたび外国人登録制度を廃止しようということになりまし

た。外国人登録制度というのは在留しているほとんどの外国人全員が登録します。そして

自治体のサービスを受けられていました。ところが、この新しい在留管理制度では在留外

国人全員が登録することはできなくなったわけです。同時に外国人住民基本台帳制度とい

うものが新たに創設された。これは、外国人も日本人同様、住民票の対象とするものです。

その前に新たな改正入管法の流れで在留カードが発行されることになりましたが、その対

象者は中長期滞在者のみです。短期滞在者、非正規滞在者、仮放免許可者は対象外なので

す。 

 資料編６ページですが、従来の外国人登録対象者は、ほとんどの外国人が対象となって

いましたが、在留カード発行の対象者は別表第二までとなっており、超過滞在等の非正規

滞在者は除外されています。 

続きまして、資料編１０ページ。現在の非正規滞在者への法・行政サービスの適用にも

ありますように、入管法改正前に非正規滞在者も自治体のサービスを受けていました。今

まで外国人登録制度と入管法があるがゆえに、二極的な対応をしていたわけですが、今度

は一極的な点から線の対応ができることになります。 

新制度の導入により、外国人の在留管理に必要な情報をこれまで以上に正確に把握でき

るようになり、適法に在留する外国人の利便性を向上させるための措置が可能となりまし

た。今のように、二極から一極集中化した情報が、在留外国人の一人一人、隅々まで全部

情報が網羅されるというなかでは、適法に在留する者、不適法に在留する者というように

はっきりと分かるわけで、適法に在留している方は、大いにプラスというのが一つの考え

方です。 
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ここでは、新制度の主なポイントを説明しましょう。法務省リーフレットの３ページか

ら７ページを見ていただきたいと思います。まず 3ページですが、新しい在留管理制度の

対象にならない人をここに載せているのです。 

４ページ、ポイント 1です。在留カードというものが、どのようなものであるかという

と、写真にありますように、外国人登録証明書と同じ大きさで、このように日本国政府在

留カード、在留カード番号、氏名、生年月日、在留資格等々、記載されています。それと、

顔写真。裏面は住居地関係が記載されます。そして、現在資格変更許可申請中だというこ

ともはっきり分かるようになっています。それから資格外活動許可も記載されます。この

方が就労できるかできないかということが全部分かるようになっており、在留カードには

ICチップが搭載されているのです。 

在留カードは、新規に日本に入国する外国人は、例えば成田、羽田、中部、関西で、一

定の審査を受けて在留カードが即日交付されますが、平成２４年７月９日の段階では大変

混乱があったようで、即日交付ができませんでした。 

また、在留カードには有効期間があり、４ページの下のほうに書いてありますが、永住

者の場合は、１６歳以上の方は交付の日から７年間、１６歳未満の方は１６歳の誕生日ま

で。永住者以外の場合は、１６歳以上の方は在留期間の満了日まで。１６歳未満の方は在

留期間の満了日または１６歳の誕生日のいずれか早い日までということになっております。 

続いてポイント２、在留期間が最長５年になります。今まで最長の在留期間が３年であ

ったのが５年になりました。今まで３年、１年であったものが５年に伸長したと同時に、

３月という、３か月という期間も追加されました。これは当然にして在留カードの対象者

にはなりませんし、住民票の対象者にもなりません。 

ポイント３にまいります。再入国許可制度ですが、再入国許可制度が変わったのではな

くて、従前の再入国許可制度があって、みなし再入国許可制度が新たに導入されたという

ことです。これはどういうことかと端的に言いますと、再入国許可を受けずに出国しても、

１年以内に戻ってくれば再入国許可は不要ということです。改正法前は 3.11の予想はして

なかったみたいですね。突発的なことがあった場合は、再入国許可を受けずにすぐ帰国で

きる。3.11の時には８，０００人以上の方々が再入国許可を受けずに帰国したと言われて

います。 

次にポイント４、これは一番大きな問題でありまして、外国人登録制度が廃止されまし

た。二元的管理の一つであったわけですが、これが廃止されました。一元的なものにして、
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点から線の情報管理にしました。新しい在留管理制度の導入によって、外国人登録制度は

廃止されたわけですが、この外国人登録証明書は、ある一定の期間、在留カードとみなさ

れます。外国人登録証明書が在留カードとみなされる期間は、施行日２０１２年７月９日

の時点において、外国人の方が有する在留資格及びその年齢により、外国人登録証明書が

在留カードとみなされる期間は次のようになります。永住者の場合、16歳以上の方は、２

０１5年７月８日までの 3 年間です。そして、１６歳未満の方、特定活動の方、それ以外

の在留資格の方ということで在留カードとみなされる期間が分かれています。この期間の

中で、在留カードの交付申請を急がなければいけないのでしょうかという質問があるので

すが、急ぐ必要はないですね。この期間の中で更新すればよろしいわけです。この方々は、

永住者を除いて在留期間が決められていまして、在留期限の３か月前から更新申請はでき

るのですね。更新許可の際に、在留カードがその都度交付されるわけです。ただし、永住

者については、放っておくと忘れてしまいますよね。ですから、私が企業の方に申し上げ

ているのは、永住者の方はおおよそ３年以内に在留カードに切り替えていただきたいと。

外国人登録証明書の期限を見ながら、忘れないでほしいと言っています。 

また３ページに戻ります。これは大きな問題を抱えているところでありまして、注２、

外国人登録制度においては、不法滞在者についても登録の対象となっていましたが、新し

い在留管理制度においては対象とはなりません。不法滞在の状態にある外国人の方は、速

やかに最寄りの入国管理局に出頭して手続きを受けてくださいと。これはどういうことか

と言いますと、入管に出頭して退去強制手続をしてほしいと言っているわけですね。 

改正入管法の附則６０条では、オーバーステイをしても、改正前の従来どおり、行政の

サービスを受けることはできると書いてあります。 

続いて、３）住民基本台帳法の一部改正については、この対象者となるのは中長期在留

者、特別永住者、一時庇護許可者または仮滞在許可者、出生による経過滞在者。新制度で

は出生届が提出されると、住所地において「出生による経過滞在者」として住民票が

作成されます。なお、出生から３０日以内に入国管理局において在留資格の取得を申

請する必要があります。そして、国籍喪失による経過滞在者。日本人で日本国籍を失い

外国人になる方です。６０日を超えて日本に滞在する場合は、日本国籍喪失から３０日以

内に入国管理局において在留資格の取得を申請する必要があります。これらの住基法対象

者が行政のサービスを受けることになります。反対に、対象者から外れた者は行政のサー

ビスを受けることはないということになるわけです。不法滞在者、仮放免許可者は住基法
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の対象外とされ、行政のサービス等は今度どうなるのか、大きな問題であるわけです。 

新たな在留管理制度の問題点について、自治体からのアンケート回答結果を見ますと、

（1）「新制度の施行によって外国人住民が行政サービスを受けられなくなったケースはあ

りますか」という質問について、「就学案内の送付が出来なくなった」、「住民基本台帳へ記

載された人口は外国人登録人口と比較し約３５０名少なくなった」という回答がありまし

た。これは今日のディスカッションの大きな対象になるのではないかと推測します。この

ほかにアンケート回答数は１９件ございました。 

改正入管法の附則関係ですけれども、資料編の２６ページを見てください。これは改正

入管法の附則です。第６０条、法務大臣は、現にわが国に在留する外国人であって入管法

又は特例法の規定により、わが国に在留することができる者以外の者のうち入管法第５４

条第２項の規定により仮放免をされ、当該仮放免の日から一定期間を経過したものについ

て、この法律の円滑な施行を図るとともに、施行日以後においてもなおその者が行政上の

便益を受けられることとなるようにするとの観点から、施行日までに、その居住地、身分

関係等を市町村に迅速に通知すること等について検討を加え、その結果に基づいて必要な

措置を講ずるものとするとあります。それに関連しまして、文部科学省初等中等教育局長

からの通達がありまして、これは２８ページに掲載しています。それと３１ページ別添２

ですが、法務省入国管理局警備課長からの通知です。仮放免許可者情報について、毎月１

回各市町村に通知する。つきましては入管法等改正附則第６０条第１項の規定の趣旨を踏

まえて被仮放免者への行政上の便益サービスの付与の目的の範囲内で適正にご活用いただ

きますようお願いいたしますとなっております。なお、個別の行政上の便益サービスの付

与の決定、運用等に関しましては各所管の省庁にお問い合わせくださいということです。 

以上、第１部はこれにて終わらせていただきます。ご清聴ありがとうございました。 
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第２部 外国人の在留に関する諸手続－中長期在留者が上陸してから出国するまでの流れ－  

 

講師 箕輪 ひろみ 氏（神奈川県行政書士会国際部）  

 

 

皆さんこんにちは。神奈川県行政書士会国際部の箕輪です。私のほうでは、外国人、な

かでも中長期在留者の方が日本に入国してから出国するまでの流れについて、ご説明いた

します。このたびの法改正によって、外国人の在留管理というものが二元的な管理から一

元的な管理、“点から線へ”ということで、新しい在留管理制度が法改正によって構築され

ました。これは、法務省が一括して外国人の方の在留状況を知る上で必要な情報を、“点”

ではなく、継続的に把握するという“線”の管理を行うということですけれども、この継

続的な在留状況を把握する“線”の管理を行うために、このたびの法改正において、中長

期在留者の方々には、様々な届出義務が課されていると同時に、この届出制というものを

強化するために、様々な罰則なども設けられているという状況です。 

正確な在留状況の把握によって外国人の方の利便性が向上するという、そういう一面も

確かにありますけれども、反面、在留管理というものが、従来よりも一段と強化されてい

る状況とも言えます。 

そして、今回のテーマが、「新しい在留管理制度がもたらす行政サービスの諸問題」とい

うことですので、中長期在留者であった方が、罰則等によって、この中長期在留者の対象

から外れてしまう。すなわち、住民基本台帳制度の対象外になってしまうこともあり得る

のです。 

そこで、第２部では、改正法で施行された項目、それから法改正前より強化された項目、

罰則等とポイントを絞り、中長期在留者の方が日本に在留している間に、これらの項目が

どのように絡んでくるのかというところをお話ししたいと思います。 

それでは、レジュメの４ページをご覧いただけますでしょうか。まず、外国人の方は、

パスポート、それと査証を持って日本にやってきます。そして、外国人の方は、空港等で

上陸申請を行い、そこで入国審査官による上陸審査が行われます。上陸条件に適合すると

認められた場合には、上陸が許可され、資料編の１ページから２ページに記載してある在

留資格、在留期間が決定され、日本へ在留するという流れになります。 

上陸が許可されると、パスポートに上陸許可の証印シールが貼られます。今回の改正に



- 74 - 
 

より、上陸許可時に中長期在留者に該当する方には、在留カードが交付されることになり

ました。この在留カードですが、１６歳以上の中長期在留者の方には、常時携帯義務が課

されております。入管特例法で定められている特別永住者証明書には、常時携帯義務は課

されておりません。特別永住者の方は、日本国との平和条約の発効によって日本の国籍を

離脱した方で、戦前から引き続いて日本に在留している方や、その方の子孫である方が対

象ですが、この特別永住者の方の歴史的経緯から配慮が必要ということで、特別永住者証

明書については、常時携帯義務というものは課されておりません。 

先ほど申し上げましたとおり、１６歳以上の中長期在留者の方には、在留カードの常時

携帯義務が課されていますが、中長期在留者の方が現在所持されている旧外国人登録証明

書については、一定の期間、在留カードとみなされます。在留カードとみなされる期間は、

法務省のリーフレットの７ページに記載されています。この期間は、みなし在留カードと

いうことで、中長期在留者の方のお手元にある旧外国人登録証明書に関しても、常時携帯

義務が課されています。この常時携帯義務に違反すると、２０万円以下の罰金の対象とな

ってしまいますので注意が必要です。 

また、この旧外国人登録証明書をすぐ在留カードに切り替える必要があるのでしょうか

といったご質問が増えておりますが、旧外国人登録証明書が在留カードとみなされている

期間中は、すぐに切り替える必要はありません。永住者以外の方に関しては、基本的に２

０１２年７月９日以降の在留期間更新等の許可の際に、在留カードが交付されます。ただ

し、永住者の方については、１６歳以上の永住者は２０１５年７月８日までに、１６歳未

満の永住者の方は２０１５年７月８日または１６歳の誕生日のいずれか早い日までに在留

カードの交付申請をすることが必要です。 

ここで、在留カードに関して補足します。旧外国人登録証明書には、通称名の記載があ

りましたが、今回の改正で、在留カード、特別永住者証明書には通称名の記載はされなく

なりました。通称名については、住民基本台帳法によって情報が付与されることになって

いますので、市区町村役場にて通称名の登録をしていれば、住民票の写しには氏名と通称

名が記載されることになっています。 

レジュメの７ページ、アンケート回答の１番の（3）、特別永住者証明書に切り替えた特

別永住者の方が、金融機関で既に開設されている口座の手続きの際、特別永住者証明書に

通称名の記載がなかったため手続きができなかった等のクレームが寄せられているという

ことですが、旧外国人登録証明書から在留カードまたは特別永住者証明書への切り替え申
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請の際には、旧外国人登録証明書に記載されていた通称名は、在留カードや特別永住者証

明書には記載されないけれども、住民票には氏名と通称名が記載されますといったアナウ

ンスが必要になってくるかと思います。 

また、漢字圏の外国人の方には、氏名に漢字を使用する中長期在留者や特別永住者から

の申出により、在留カードや特別永住者証明書に漢字または漢字及び仮名で表記された氏

名をローマ字氏名と併記することができるとしていますので、そのアナウンスも必要かと

思います。 

それでは、レジュメの４ページに戻ります。中長期在留者の方が、上陸許可を受けて、

在留カードが交付されたあと、中長期在留者の方は、日本在留中に様々な手続きを行いま

す。今回の改正では、継続的な在留状況を把握する、“線”の管理を行うために、従来から

ある在留諸申請に加え、各種届出手続きを行わなければならなくなりました。 

まず一つ目が、住居地に関する届出です。法務省のリーフレットでは８ページ、１０ペ

ージに記載があります。住居地に関する届出は、市区町村役場にて行います。中長期在留

者の方は、上陸後、住居地を定めた日から１４日以内に、住居地の市区町村役場に行き、

在留カードを提出して、新規住居地を届け出なければなりません。中長期在留者の方は、

今回の改正によって、住民基本台帳法の対象となりますので、日本人同様、転入届をしな

ければなりません。在留カードを提出して住民基本台帳法上の転入届を行った場合には、

入管法上の住居地の届出を行ったものとされますので、「上陸後、住居地を定めた日から１

４日以内に、在留カードを持参して転入届を行ってください」と外国人の方へアナウンス

をする必要があります。 

その後、住居地を変更した場合は、新住居地を定めた日から１４日以内に、それから在

留資格の変更などに伴って新たに中長期在留者となった場合には、住居地を定めた日から

１４日以内に、住居地の市区町村役場へ在留カードを提出して住居地の届出を行わなけれ

ばなりません。なお、在留カードを提出して住民基本台帳法上の転入届、転居届を行った

場合には、入管法上の住居地の届出を行ったものとみなされます。 

旧外国人登録法においては、居住地の変更をした場合には、新居住地にて変更登録を行

えばよかったのですが、改正法によって住民基本台帳法の対象となりますので、転入先の

手続きだけでなく、転出地での手続きも行わなければなりません。転出届を提出して、転

出証明書の交付を受け、新住居地で転入届を行うことになります。ここは旧外国人登録法

の頃と大きく違うところになります。 
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この住居地関係の届出については、かなり厳しい罰則が設けられております。資料編の

１４ページに記載しましたが、住居地の虚偽の届出をした場合には、１年以下の懲役また

は２０万円以下の罰金。それから、届出義務違反については、２０万円以下の罰金。上陸

許可を受けて新たに中長期在留者となった方が上陸許可を受けた日から９０日以内に、在

留資格の変更等によって新たに中長期在留者となった方がその許可を受けた日から９０日

以内に、そして、中長期在留者の方が法務大臣に届け出た住居地から退去した場合に、そ

の退去した日から９０日以内に、いずれも正当な理由がある場合を除き、住居地の届出を

しなかったり、虚偽の住居地を届け出た場合には、在留資格の取消しの対象になってしま

います。虚偽の届出で懲役に処せられた場合には、退去強制の対象にもなります。 

旧外国人登録制度においては、法務省側から見ると、外国人登録の情報について調査権

限がなく、上陸、在留にかかわる許可の申請時に、外国人から情報を取得するだけであっ

たとこと。また、外国人登録法上の申請義務違反が、入管法上の処分と結びついていなか

ったことにより、外国人の在留状況、特に居住実態を正確に把握できていない状況があり

ました。今回の法改正により、法務大臣が、外国人の在留管理に必要な情報を、一元的に

管理する制度へと舵を切りましたが、住居地の届出、それに附随する罰則などは、この改

正法の趣旨を顕著に表している部分ではないかと思います。住居地の届出について様々な

罰則が設けられている部分、この点をおろそかにしていると、中長期在留者の方々におか

れましては、日本での在留基盤である在留資格を失ってしまう可能性がありますので、十

分ご留意いただきたいと思います。 

ここで少し再確認したいと思います。先ほどから、中長期在留者の方は住民基本台帳法

の対象となると申し上げておりますが、住民基本台帳法の対象となる外国人の方々を確認

したいと思います。レジュメの５ページの右下、点線で囲ってある「【参考】外国人住民に

係る住民票を作成する対象者」という部分をご覧ください。 

住民基本台帳法の対象となる外国人の方は、①中長期在留者 ②特別永住者 ③一時庇護

許可者または仮滞在許可者 ④出生による経過滞在者または国籍喪失による経過滞在者と

いった、①から④の方々に住民票が作成されることになっています。そして、住民票作成

対象者となっている中長期在留者はどういう方かというと、レジュメの４ページに戻りま

して、①「３月」以下の在留期間が決定された人 ②「短期滞在」の在留資格が決定された

人 ③「外交」または「公用」の在留資格が決定された人 ④ ①から③の外国人に準じるも

のとして法務省令で定める人 ⑤特別永住者。ただし、特別永住者の方は、入管特例法によ



- 77 - 
 

って特別永住者証明書が交付され住民票の作成対象者となっています。最後に、⑥在留資

格を有していない人、これら①から⑥に当てはまらない人が中長期在留者ということにな

ります。ここで、今回の改正法によって、中長期在留者に該当しないため、住民票の作成

対象者にならない在留資格を有していない人だけに弊害が出ているのではないという部分

で、印鑑登録について少し触れてみたいと思います。 

資料編の２５ページをご覧ください。ここには印鑑条例について、横浜市さん、川崎市

さん、鎌倉市さんの印鑑条例を掲載させていただきました。紙面の関係上、この 3市町村

のみを挙げさせていただいたのですが、県内各市区町村において、このような印鑑条例の

改正が今回なされていると思います。レジュメの７ページのアンケート回答の１番、（４）、

（６）、（７）ですね。こちらにも挙がっていますが、法改正前は、短期滞在者であっても

外国人登録をすることができました。したがって、外国人登録原票に登録されることによ

って、短期滞在者であっても印鑑登録をすることができました。しかし、改正法による外

国人登録の廃止に伴い、外国人も住民基本台帳法の対象となったことにより、印鑑条例か

ら外国人登録関係の文言が削除され、住民基本台帳法対象者が印鑑登録者となった、すな

わち、短期滞在者や３月以下の在留資格が決定された方は中長期在留者ではありませんの

で、住民基本台帳法の対象外となり、印鑑登録をすることができなくなっている状況です。 

例えば、外国企業が日本で営業活動をする場合、会社、子会社を設立する、あるいは支

店、営業所を設置する場合があります。その設立や設置の際に、日本における代表者を定

めなければなりませんが、この場合において、日本における代表者のうち、１人以上は日

本に住所を有する者でなければならないとされております。この設立登記や営業所設置の

登記の場面では、日本における代表者が日本に住所を有していることの証明書として、印

鑑登録証明書の添付が必要です。改正法前までは、短期滞在者が「短期滞在」の在留資格

で在留中に外国人登録を行うことによって印鑑登録をすることができましたので、設立な

どで必要な印鑑登録証明書の添付が可能であり、短期滞在者が単独で会社設立等すること

が可能でした。しかし、今回の法改正によって、短期滞在者は住民基本台帳法の対象外と

なり、印鑑登録をすることができなくなってしまいましたので、短期滞在者が単独で会社

設立等することができなくなっているという状況です。この印鑑登録に関しては、今後、

何かしらの改善策が取られることを期待しております。 

それでは、レジュメの４ページをご覧いただいて、左下に、みなし再入国許可制度とい

うものがあります。外国人の方が、この再入国許可を受けずに出国してしまった場合には、
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それまで与えられていた在留資格は、出国した時点で消失してしまいますので、一時的に

外国に渡航して、再び同じ在留目的で入国を希望する場合には、再入国許可というものを

受けて、一時出国しなければなりません。このたびの法改正で、外国人の方の利便性向上

という観点から、この再入国許可制度に、「みなし再入国許可制度」というものが導入され

ました。中長期在留者の方は、出国後１年以内、在留期限が出国後１年未満に到来する場

合にはその在留期限までに、特別永住者の方は、出国後２年以内に、日本での活動を継続

するために再び同じ在留目的で入国を希望する場合には、原則として再入国許可を受ける

必要はなくなりました。ただし、今申し上げた期間を超えて再入国をする場合には、再入

国許可を受けて出国する必要があります。再入国許可の申請は住居地を管轄する地方入管

となります。法務省のリーフレットでは６ページに記載してあります。 

特別永住者証明書につきましては、法務省のホームページをご覧いただければ、特別永

住者に関する情報が掲載されています。法務省ホームページに掲載されているリーフレッ

トにも、特別永住者に関する再入国許可、みなし再入国許可について記載があります。 

それではレジュメの５ページをご覧ください。４ページでは届出手続の住居地に関する

届出に関して見てまいりましたが、住居地以外にも継続的な在留状況を把握する“線”の

管理を行うために、様々な届出手続きが設けられました。２０１２年７月９日以降の在留

カードなどに関する手続きは、住居地関係の届出も含めて１９項目、特別永住者証明書関

係も、住居地関係も含めて１１項目、合計すると３０項目近くでしょうか。従来の在留諸

申請に加えて、新たにこのような手続関係が追加されました。レジュメの点線部分で囲っ

ている部分は、そのなかの主なものを記載させていただきました。 

まず、在留カードとみなされる外国人登録証明書からの切り替え。それから、法務省の

リーフレットでは１１ページをご覧ください。氏名、生年月日、性別、国籍・地域に変更

を生じたときは、住居地以外の在留カード記載事項変更の申出。在留カードには有効期間

がありますので有効期間の更新申請。それから、在留カードの紛失、汚損などした場合に

は在留カードの再交付申請を、いずれも１４日以内に地方入管で行っていただく必要があ

ります。 

法務省のリーフレットの１２ページ、所属機関に関する届出ということで、レジュメで

は、活動機関に関する届出、契約機関に関する届出というように、実際の手続名称で記載

しましたが、リーフレットでは所属機関に関する届出が、レジュメの活動機関、契約機関

に関する届出に該当する部分です。中長期在留者のうち、在留資格が「技術」「人文知識・
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国際業務」などの就労資格、在留資格が「留学」などの学ぶ資格を持って在留する方が、

自身の雇用先や教育機関の名称変更や所在地の変更、消滅があった場合、雇用先や教育機

関から離脱、契約終了した場合、移籍、新たな契約締結をした場合においては、それぞれ

１４日以内に地方入管へ、郵送の場合には東京入管へ届出しなければなりません。所属機

関に変更があった場合には、忘れずにこの所属機関に関する届出を行うことが必要です。 

配偶者に関する届出ですが、今回の入管法の改正において重要な部分、注意が必要な部

分です。まず、中長期在留者のうち配偶者としての在留資格。「家族滞在」「特定活動（ハ）」

「日本人の配偶者等」「永住者の配偶者等」これらの在留資格を付与され在留している方が、

配偶者と離婚あるいは死別した場合には、１４日以内に地方入管へ、郵送の場合には東京

入管へ届出なければなりません。そして、「日本人の配偶者等」「永住者の配偶者等」の在

留資格で在留している方のうち、正当な理由がある場合を除いて、配偶者の身分を有する

者としての活動を継続して６月以上行わないで日本に在留している場合には、在留資格取

消しの対象となってしまいます。離婚や死別後、引き続き日本での在留を希望する場合、

この６か月の期間内に在留資格変更などの手続きを行い許可を受けなければいけませんし、

許可を受けるができなかった場合には、日本に在留することはできません。 

そして、在留カードの返納事由です。詳しくは資料編の１５ページをご覧ください。在

留カードの返納事由に該当する場合には、在留カードを返納しなければなりません。レジ

ュメの５ページに戻りまして、これは従来からある在留諸申請ですけれど、この更新許可、

それから変更許可、取得許可、永住許可がなされた場合、従来は、パスポートに許可の証

印シールが貼られていたのですけれども、今回の改正で、これらの許可に関しては、パス

ポートに許可の証印シールが貼られるのではなく、新たに在留カードが交付されることと

なりました。そして、この中長期在留者の方々は、日本在留中に、このような各種届出、

在留諸申請を行い、日本での在留活動を終えたら、日本から出国、帰国となります。 

以上が今回の法改正で定められた主な届出手続きになりますが、これらの届出義務の履

行を担保するために、様々な罰則等が定められています。法務省のリーフレット１４ペー

ジをご覧ください。 

まず、在留資格の取消しとして、不正な手段によって在留特別許可を受けたこと。それ

から、配偶者として「日本人の配偶者等」「永住者の配偶者等」の在留資格で在留している

方が、正当な理由がなく、配偶者としての活動を６か月以上行わないで在留すること。そ

して、住居地に関する届出について、正当な理由がなく住居地の届出をしなかったり、虚
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偽の住居地を届け出ると、在留資格取消しの対象となってしまいます。 

在留カードの偽変造等の行為や、各種届出の際、虚偽届出等によって懲役以上の刑に処

せられると退去強制事由に該当してしまいます。また、中長期在留者の各種届出に関して

虚偽届出、届出義務違反、在留カードの受領、携帯、提示義務違反をしたり、在留カード

の偽変造等の行為をすると罰則の対象となってしまいます。 

資料編の１４ページから２０ページに、この在留カード届出関係などの罰則等、それか

ら、資料編の２１ページから２４ページに、特別永住者証明書届出関係などの罰則等に関

する一覧表を作成して掲載させていただきましたが、法務省のリーフレットでは、この１

４ページの１ページに収まっている部分、これを分解すると、これだけの罰則等が中長期

在留者の方に科されていることが分かると思います。全部で１０ページございますけれど

も、これだけの罰則等が設けられていることで、在留管理制度がより一段と強化されたこ

ともお分かりになるかと思います。 

入管から公表されている「在留資格の変更、在留期間の更新許可のガイドライン」とい

うものがあります。そちらでも、審査においては入管法に定める届出等の義務を履行して

いることを考慮すると明記されています。今回の改正で、継続的な在留状況を把握する、

二元的管理から一元的管理、“点から線へ”ということで、この“線”の管理を行ううえで

設けられたこの各種届出義務の履行が、中長期在留者の方にとっては、とても重要かつ大

切な部分にもなっています。同時に、市区町村の方の立場からも、この届出義務の履行に

ついては、適正な行政サービスを行ううえで、とても重要なところだと思います。この届

出義務によって、外国人の方の在留管理が一段と強化されたというところ、駆け足ではあ

りましたが、ご説明させていただきました。 

それでは、これにて終了させていただきます。ご清聴ありがとうございました。 

 

（以上） 


